
計 10

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ 9

－ － －

試験研究費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

職員旅費 － 1

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

定量的な活動指標を示すことができない。

（理由）本事業では技術研究開発であり、箇所数、
件数、人数等で事業の進捗を表すことができない。

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

定量的な成果目標を示すことができない。

（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実施の
成果が現れるのは、事業完了後となるため。

成果実績 － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） - - -

執行額 - - -

計 - - - - 10

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 10

補正予算 -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

中央防災会議において、近い将来発生が懸念される南海トラフ巨大地震、首都直下地震のモデルや対策の方向性などが検討されており、ライフラ
インの一つである下水道も最低限の機能を維持する必要がある。限られた時間、予算で対策をとるため、精度の高い被害想定手法を確立し、それ
に基づき事前耐震対策・事後応急対応それぞれの長所を生かした役割分担をした上で、優先順位を決定し重点的・緊急的に対策を実施する必要
がある。本業務では、東日本大震災より得られた多くの被災情報を整理し、高精度な下水道施被害想定手法を開発し、被災想定に基づき、必要不
可欠な事前耐震対対策を抽出することで、被災時において下水道機能を維持あるいは早期回復させる対策を短期間で実現させる耐震対策優先
度評価手法を確立する。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

・持続可能で活力ある国土・地域づくり（平成24年7月31日）
・日本再生戦略（平成24年7月31日 閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

旧基準（H9以前）で建設された「重要な幹線」の耐震化率は、管きょ14％、処理場10％と非常に低く、東日本大震災では未耐震箇所を中心として下
水道施設に甚大な被害が生じ日常生活に大きな影響を与えた。そのため限られた予算制約条件で、必要不可欠な耐震対策を施し、被災しても最
低限の機能維持（水洗トイレの利用、溢水防止）と早期に機能回復を実現させる耐震対策優先度評価手法を確立することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 Ｈ２５／Ｈ２７ 担当課室 下水道研究室 横田　敏宏

会計区分 一般会計 施策名 41　技術研究開発を推進する

事業番号 2062
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名

下水道施設の戦略的な耐震対策優先度評価手法に関する
調査

担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －

防災・減災をはじめとする国民生活の安全・安心の確保の観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策として効率的に執行で
きるよう努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

点
検
結
果

・「研究の背景を踏まえた研究の必要性」等の観点から外部有識者による『事前評価』を受けており、「国総研で実施すべき」との評価を得てい
る。

予算監視・効率化チームの所見

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となって
いるか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

・外部有識者による評価委員会において「研究の背景を
踏まえた研究の必要性」等に関する『事前評価』を受け、
国総研が実施すべきという評価を得ている。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



事業番号 2063
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名

地域の住宅生産技術に対応した省エネルギー技術の評価
手法に関する研究

担当部局庁 国土技術政策総合研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 Ｈ２５／Ｈ２７ 担当課室 住環境計画研究室 長谷川　洋

会計区分 一般会計 施策名 41　技術研究開発を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

新成長戦略（H22.6.18閣議決定）, 日本再生戦略（H24.7.31閣議決
定）, 「低炭素社会に向けた住まいと住まい方」の推進方策について

中間とりまとめ（H24.7.10公表）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

住宅分野におけるエネルギー消費量の削減は社会的に喫緊の課題であるといえ、住宅分野における省エネを促進させるために、これまで努力義
務であった住宅の省エネルギー基準を2020年度までに省エネルギー基準の適合を義務づけることとなっている。一方、住宅建設の大部分を占め
る基準達成率の低い中小の大工・工務店の多くが注文生産を行い、通風の利用や日射熱利用、地域産材利用など地域の気候風土に適した多様
な省エネルギー技術を有するが、現行の住宅の省エネルギー基準ではこれらの技術が十分に評価されているとは言い難い。今後、省エネルギー
基準の適合義務化に向けて省エネルギー基準の適合率を向上させるためにも、これらの省エネルギー技術の評価が必須であるといえ、そのため
の評価方法を開発・整備する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

本研究課題は、将来的な省エネルギー基準の義務化を見据えて、中小の大工・工務店でも評価が可能である省エネルギー評価手法を構築するこ
とであり、①地域の中小の大工・工務店を対象としたヒアリングを通じた省エネ技術の整理、②実験およびシミュレーションによる省エネ技術の効
果の定量的評価方法の開発、③自然エネルギー利用などの省エネルギー技術を評価するための地域の気候特性を反映できる気候区分の開発、
④省エネルギー化に伴う具体的施工方法の整理と結露等の問題点の把握を行い、これらの検討結果を踏まえて省エネルギー基準における個々
の省エネルギー技術の評価方法原案の作成と、中小工務店の評価技術レベルにあわせた簡便な評価ツールの開発を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 16

補正予算 - - - -

繰越し等 - - - -

計 - - - - 16

執行額 - - -

執行率（％） - - -

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

23年度
目標値

（　　年度）

定量的な成果目標を示すことができない。

（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実施の
成果が現れるのは、事業完了後となるため。

成果実績 － － － －

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

定量的な活動指標を示すことができない。

（理由）本事業では技術研究開発であり、箇所数、
件数、人数等で事業の進捗を表すことができない。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

職員旅費 － 1

－ 15

－ － －

試験研究費

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

計 16

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

・外部有識者による評価委員会において「研究の背景を
踏まえた研究の必要性」等に関する『事前評価』を受け、
国総研が実施すべきという評価を得ている。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となって
いるか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・「研究の背景を踏まえた研究の必要性」等の観点から外部有識者による『事前評価』を受けており、「国総研で実施すべき」との評価を得てい
る。

予算監視・効率化チームの所見

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －

持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通じたデフレ脱却・経済活性化の観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策と
して効率的に執行できるよう努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



事業番号 2064
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名 港湾整備事業支援統合情報システム等の移設 担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 Ｈ２５／Ｈ２６ 担当課室 企画調整課 課長　麻山　健太郎

会計区分 東日本大震災復興特別会計 施策名 －

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

 国土交通省が所管する国土技術政策の企画立案と密接な関係のある総合的な調査、研究開発に必要となる施設について、海に
面した現在の庁舎が津波で被災した場合でも業務が継続出来るように体制の強化を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　津波によって被災すれば全国の港湾・空港整備事業の円滑な執行に支障を生じる各種サーバーから構成されている港湾整備
事業支援統合情報システムを設置している電算室を内陸部の研究所敷地（標高６～７ｍ）に移設する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 83

補正予算 - - - -

繰越し等 - - - -

計 - - - - 83

執行額 - - -

執行率（％） - - -

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

（　　年度）

－

成果実績

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

－

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

施設施工旅費 － 0

－ 0

施設整備費 － 83

施設施工庁費

計 － 83

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名 －

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・支出先となる工事請負業者の決定については、原則として一般競争入札により決定しているところではあるが、入札情報の幅広い周知
等、競争性の確保に努めるものとする。
・業務発注を計画するにあたっては必要性・優先度の精査を厳しく行った上で、限られた予算の中で実施箇所を更に検討するなど、より一層
の効率化に努めるものとする。

予算監視・効率化チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －

－
防災・減災対策をはじめとする国民生活の安全・安心の確保の観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策として効率的に執
行できるよう努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－ －

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



事業番号 2065
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

事業名 沿岸域における防災機能の強化に関する研究 担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 Ｈ２５／Ｈ２７ 担当課室 沿岸海洋・防災研究部 部長　鈴木　武

会計区分 東日本大震災復興特別会計 施策名 ４１　技術研究開発を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　港湾地域における効果的で効率的な津波避難計画を策定するための手法を開発する．また，被災した港湾施設を復旧するにあたり，効果的
な環境改善技術を開発する．さらに，浚渫等の港湾工事を行う際に必要となる放射性物質の取り扱い方法をとりまとめる．

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　津波を面的に観測できるレーダー技術を開発するとともに，港湾地域を対象とした津波避難シミュレーション技術を開発し，それらを踏まえた
港湾地域における津波避難計画の策定手法を開発する．また，現地調査や数値シミュレーションを行い，湾口防波堤の海水交換技術や生態系
の回復技術を評価する．さらに，現地調査や現地試験を行い，浚渫等の港湾工事を行う際に必要となる放射性物質の調査・分析手法等をとり
まとめる．

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 40

補正予算 - - - -

繰越し等 - - - -

計 - - - - 40

執行額 - - -

執行率（％） - - -

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

（　　年度）

定量的な成果目標を示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実
施の成果が現れるのは、事業完了後となるた
め。

成果実績

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

単位当たりコストを示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実
施中において定量的な成果実績や活動実績を
示すことができないため。

算出根拠

定量的な活動指標を示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、箇所数、
件数、人数等で事業の進捗を表すことができな
いため。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

試験研究費 - 37

- 3

- - -

職員旅費

- - -

- - -

- - -

- - -

計 - 40

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 ・外部有識者による評価委員会において「研究の背景を
踏まえた研究の必要性」等に関する『事前評価』を受け、
国総研が実施すべきという評価を得た上で研究に着手し
ている。○

国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名 －

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・外部有識者による評価委員会において、「必要性（研究の背景を踏まえた研究の必要性）」、「効率性（研究の実施方法・体制の妥当性）」、
「有効性（研究成果の見込みと成果の活用方針）」に関する『事前評価』を受けた上で研究に着手している。

予算監視・効率化チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －

－ 東日本大震災からの復興の推進の観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策として効率的に執行できるよう努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－ －

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



事業番号 2066
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

事業名
港湾分野における技術・基準類の国際展開方策に関す

る研究
担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 Ｈ２５／Ｈ２７ 担当課室 港湾施設研究室 室長　宮田　正史

会計区分 一般会計 施策名 ４１　技術研究開発を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　アジア諸国を含め、海外において日本企業がビジネス展開を有利に進められるよう、投資対象国におけるスタンダード獲得のための方策の
確立を目的として、投資対象国の港湾関連技術基準類（調査、設計、施工、維持管理）に関する調査分析、欧米の主要な港湾関連技術基準類
との比較分析を通じ、日本の港湾関連技術・基準類の国際展開の実現を図る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　各国（アジア諸国を中心）における港湾整備・管理に関係する法体系、基準体系、技術基準類等に関して調査を実施し、日本の港湾分野にお
ける技術・基準類を各国に適用する際の制度的・技術的な課題について分析するとともに、欧米の主要な港湾設計基準と日本の基準を対象と
して、基準体系、全体構成、対象施設、対象構造形式、設計法等の内容について、相違点や各基準の長所・短所等について比較・分析する。ま
た、日本の港湾関連技術・基準類を投資対象国の制約等（法制度、技術基準体系、技術水準等）の分析を踏まえ、対象国に応じてカスムメイド
できる手法について検討する。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 6

補正予算 - - - -

繰越し等 - - - -

計 - - - - 6

執行額 - - -

執行率（％） - - -

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

（　　年度）

定量的な成果目標を示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実
施の成果が現れるのは、事業完了後となるた
め。

成果実績

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

単位当たりコストを示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実
施中において定量的な成果実績や活動実績を
示すことができないため。

算出根拠

定量的な活動指標を示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、箇所数、
件数、人数等で事業の進捗を表すことができな
いため。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

試験研究費 - 4

- 1

諸謝金 - 0

職員旅費

委員等旅費 - 1

- - -

- - -

- - -

計 - 6

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 ・外部有識者による評価委員会において「研究の背景を
踏まえた研究の必要性」等に関する『事前評価』を受け、
国総研が実施すべきという評価を得た上で研究に着手し
ている。○

国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名 －

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・外部有識者による評価委員会において、「必要性（研究の背景を踏まえた研究の必要性）」、「効率性（研究の実施方法・体制の妥当性）」、
「有効性（研究成果の見込みと成果の活用方針）」に関する『事前評価』を受けた上で研究に着手している。

予算監視・効率化チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －

－
持続可能で活力ある国土・地域の形成とこれを通じたデフレ脱却と経済活性化の観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策
として効率的に執行できるよう努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－ －

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



事業番号 2067
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

事業名
空港土木施設の維持管理効率化に向けた手法・技術に

関する研究
担当部局庁 国土技術政策総合研究所（横須賀） 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 Ｈ２５／Ｈ２７ 担当課室 空港施工システム室 室長　伊豆　太

会計区分 一般会計 施策名 ４１　技術研究開発を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　空港土木施設の老朽化が進行し、その施設破損が懸念される中、民間の能力を活用した空港運営等(ｺﾝｾｯｼｮﾝ)の動向にも配
慮し、航空機運航の安全性、定時性を確保しつつ、空港土木施設のストックの有効活用を図るため、空港土木施設のより一層効
率的な維持管理の実現に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　空港土木施設のストックの維持管理に係る現状、課題等を的確に把握した上で、民間の能力を活用した空港運営等(ｺﾝｾｯｼｮﾝ)
の動向や将来の施設更新動向にも配慮しつつ、維持管理効率化に資する手法・技術の検討等を実施し、国、地方自治体、空港会
社等施設管理主体の間で共有すべき維持管理の効率化に資する手法・技術や良好な実践例等についてとりまとめを行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - - - 6

補正予算 - - - -

繰越し等 - - - -

計 - - - - 6

執行額 - - -

執行率（％） - - -

成果指標 単位 21年度 22年度

％

23年度
目標値

（　　年度）

定量的な成果目標を示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実
施の成果が現れるのは、事業完了後となるた
め。

成果実績

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

単位当たりコストを示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、事業実
施中において定量的な成果実績や活動実績を
示すことができないため。

算出根拠

定量的な活動指標を示すことができない。
（理由）本事業は技術研究開発であり、箇所数、
件数、人数等で事業の進捗を表すことができな
いため。

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

試験研究費 - 5

- 1

- - -

職員旅費

- - -

- - -

- - -

- - -

計 - 6

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 ・外部有識者による評価委員会において「研究の背景を
踏まえた研究の必要性」等に関する『事前評価』を受け、
国総研が実施すべきという評価を得た上で研究に着手し
ている。○

国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名 －

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・外部有識者による評価委員会において、「必要性（研究の背景を踏まえた研究の必要性）」、「効率性（研究の実施方法・体制の妥当性）」、
「有効性（研究成果の見込みと成果の活用方針）」に関する『事前評価』を受けた上で研究に着手している。

予算監視・効率化チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －

－
防災・減災対策をはじめとする国民生活の安全・安心の確保の観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策として効率的に執
行できるよう努めるべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－ －

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）


